
 

令和４年度 

デジタル技術活用等による生産性向上推進補助金 

募集要項 

 

 

 

 

【募集期間】 

令和４年６月３０日（木）～８月３１日（水） 

※申請書は、郵送で提出してください。（当日消印有効） 

※申請をお考えの場合、できるだけ申請前に岐阜県観光国際局観光企画課に 

ご相談ください。 

 （連絡先は本要項の１２ページに掲載しています。） 

 

【岐阜県ホームページ】 

トップページ ＞岐阜県 新型コロナウイルス感染症に関する情報＞くらしと仕事の

支援策＞新型コロナウイス感染症対策に関する支援策＞令和４年度デジタル技術活

用等による生産性向上推進補助金 

ＵＲＬ：https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html 

 

 

 

 

 

令和４年６月  

岐阜県商工労働部観光国際局観光企画課  
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１．事業の目的 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、甚大な影響を受ける県内宿泊施設におい

ては、将来を見据えた経営基盤の強化が必要となっています。 

そこで、県内宿泊施設を営む事業者を支援するため、宿泊事業者が実施する生産性向

上・業務効率化に資するデジタル技術を活用した取組等に必要な費用の一部を補助します。 

 

２．補助対象事業者 

 

岐阜県内で宿泊施設(※)を営む事業者 

ただし、次に掲げる対象外施設及び対象外事業者を除く。 

≪対象外施設≫ 

（１）国、県又は市町村が所有、管理又は運営する施設 

（２）店舗型性風俗特殊営業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和 23 年法律第 122 号）第 2 条第 6 項）を行う施設 

（いわゆるラブホテル等） 

≪対象外事業者≫ 

（１）暴力団と密接な関係を有する者（デジタル技術活用等による生産性向上推

進補助金交付要綱第 3 条第 1 項第 1 号から第 8 号に該当する者） 

（２）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者 

（３）県税の滞納がある者 

 

（※）「宿泊施設」 

「宿泊施設」とは、旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項の許可を 

受けた者が行う同法第２条第２項及び第３項の営業に係る施設をいいます。 

≪参考≫ 

旅館業法（昭和２３年法律第１３８号） 

第二条 この法律で「旅館業」とは、旅館・ホテル営業、簡易宿所営業及び下宿営業をいう。 

２ この法律で「旅館・ホテル営業」とは、施設を設け、宿泊料を受けて、人を宿泊させる営業で、簡易宿

所営業及び下宿営業以外のものをいう。 

３ この法律で「簡易宿所営業」とは、宿泊する場所を多数人で共用する構造及び設備を主とする施設を設

け、宿泊料を受けて、人を宿泊させる営業で、下宿営業以外のものをいう。 

第三条 旅館業を営もうとする者は、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市長又は

区長。第四項を除き、以下同じ。）の許可を受けなければならない。ただし、旅館・ホテル営業又は簡易

宿所営業の許可を受けた者が、当該施設において下宿営業を営もうとする場合は、この限りでない。 
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３．補助対象事業の概要 

 

補助金の対象となる経費は、事業の対象として明確に区分でき、かつ、証拠書類によ
り金額等が確認できる支出のみが対象となります。 

補助金の対象となる経費の具体例は、別紙「補助対象経費参考表」をご確認ください。 
なお、補助対象期間内において国、県、市町村等が交付する他の補助金、交付金等の

交付の対象となった事業は、補助対象外となります。 

 
（１）補助対象事業及び経費 

補助対象事業 補助対象経費 

Ａ  

ＤＸ化促進事業 

１ システム導入等関連経費 

県内に所在する宿泊施設において、生産性向上に資するシステム導入等

に必要となる経費で次に掲げるもの（令和４年４月１日から令和５年１月

２０日までに支出した経費に限る。） 

（１）システム構築・開発費、専用ソフトウェア導入に必要な経費（既存

システム等の改修費を含む。） 

（２）委託料（システム、ソフトウェア設定等に係る委託費） 

（３）その他知事が必要と認める経費 

２ システム導入等付随経費 

県内に所在する宿泊施設において、生産性向上に資するシステム導入等

に付随して必要となる経費で次に掲げるもの（令和４年４月１日から令和

５年１月２０日までに支出した経費に限る。） 

（１）機器等購入費 

   ハードウェア（パソコン、タブレット端末、インターネット環境等

を整備するための機器を含む））等の機器購入に必要な経費 

（２）工事請負費（機器設置等に係る工事費） 

（３）その他知事が必要と認める経費 

３ ロボット製品購入経費 

県内に所在する宿泊施設において、ロボット製品の購入に必要となる経

費で次に掲げるもの（令和４年４月１日から令和５年１月２０日までに支

出した経費に限る。） 

（１）受付・案内ロボット 

（２）掃除ロボット 

（３）搬送・配膳ロボット 

（４）調理ロボット 

Ｂ 

コンサルティングサ

ービス等利用事業 

 

〇外部専門家技術指導経費 

県内に所在する宿泊施設において、経営分野に精通し、宿泊事業者に適

切な助言を行うことができる外部の専門家（以下「外部専門家」という。）

による経営戦略の見直しや経営改善に向けた指導に必要となる経費（令和

４年４月１日から令和５年１月２０日までに支出した経費に限る。） 

（注）※リース又はレンタルに係る経費、ソフトウェア、通信回線、キャッシュレス決済端末等の利用

料及び維持管理費、消費税及び地方消費税相当額その他補助することが適当でないと認められ

る経費は、対象外となります。 
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※外部専門家に支払う謝金は、別添「謝金基準」を上限とします。 

※申請時に技術指導を依頼する外部専門家経歴書を提出してください。 

 

（２）経理処理上の留意事項 

  ア 補助金の支払いは、補助事業完了後の精算払いとなります。 

イ 補助事業者は、補助事業に係る経理について、その支出の事実を明確にした証拠書 

類を整理し、交付年度終了後５年間保存しなければなりません。補助事業終了後の 

補助金額の確定作業において、書類等の確認ができない場合には、補助対象外とな 

ります。 

ウ 交付金申請額の算出において、補助対象経費の合計に補助率を乗じた際、千円未満

の端数が生じる場合は、切り捨てた金額を交付金申請額として計上してください。 

エ 消費税及び地方消費税相当額は、補助対象経費から除いて算出してください。 

 

４．補助対象期間（補助事業の実施期間）  

 

 補助対象期間は、令和４年４月１日（金）から令和５年１月２０日（金）までとなり、

以下のいずれかに該当する必要があります。 

なお、令和４年４月１日から交付決定の前までに実施した事業に要する経費についても、

事業の趣旨に沿った補助対象事業、補助対象経費と確認でき、適正な経費と認められる場

合は補助対象となります。 

 

 （１）システム導入等関連経費については、令和４年４月１日以降に発注、契約し、かつ、

令和５年１月２０日までに構築・開発・導入及び支払いが完了していること。 

 （２）システム導入等付随経費の機器等購入費及びロボット製品購入経費については、令

和４年４月１日以降に購入し、かつ、令和５年１月２０日までに納品及び支払いが完

了していること。 

（３）システム導入等付随経費の工事請負費については、令和４年４月１日以降に発注、

契約し、かつ、令和５年１月２０日までに工事及び支払いが完了していること。 

（４）コンサルティングサービス等の利用※については、令和４年４月１日以降に契約し、

かつ、令和４年４月１日から令和５年１月２０日までにかかった経費について補助対

象とします。 

  ※複数年で一括契約をしている場合は、契約金額から補助対象期間を日割りして申請

してください。 

※令和４年４月１日前に締結していた月次のコンサルタント費用等も対象となりま

すが、補助対象経費となるのは、令和４年４月１日から令和５年１月２０日までに

支払が行われたものに限ります。 
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５．補助率及び補助限度額 

 

 

６．申請手続き 

 

（１）申請受付期間   

公募期間：令和４年６月３０日（木）～８月３１日（水）当日消印有効 

 

 （２）申請書類等の取得 

    補助金の交付要綱や、申請書等の様式は、次のいずれかの方法で取得できます。 

 ①岐阜県ホームページ 

トップページ ＞岐阜県 新型コロナウイルス感染症に関する情報＞くらしと仕 

事の支援策＞新型コロナウイス感染症対策に関する支援策＞令和４年度デジタル

技術活用等による生産性向上推進補助金 

ＵＲＬ：https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html 

②窓口 

     県観光企画課でも配布します。詳細は、「１２．申請書提出先及び問い合わせ先」

をご確認ください。 

 

 （３）提出先 

  県観光企画課へ提出してください。 

 提出先 

〒５００－８５７０ 

岐阜県岐阜市薮田南２－１－１ 

岐阜県商工労働部観光国際局観光企画課政策企画係 

ＴＥＬ：０５８－２７２－１１１１（内線３０５８または３０５９） 

補助対象事業 補助対象経費 補助率及び下限額 補助限度額 

Ａ 

ＤＸ化促進事業 
１ システム導入

等関連経費 

２ システム導入

等付随経費 

３ ロボット製品

購入経費 

 

 

 

 

 

補助対象経費の２／３以内 

（補助金下限額 50千円） 

 

 

 

 

 

上限額 3,000 千円 

Ｂ 

コンサルティングサ

ービス等利用事業 

外部専門家技術指

導経費 

https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
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（４）提出方法 

ア 申請書の提出は郵送のみとし、簡易書留、特定記録など配達されたことが確認で

きる方法によりお送りください。 

イ 提出の際は、封筒の表面に【デジタル技術活用等による生産性向上推進補助金申

請書類在中】と朱書きしてください。 

ウ 事業計画書の記入漏れや添付書類の不備があった場合は、審査に影響しますので、

「提出書類のチェックリスト」により提出前に再度ご確認ください。 

   エ 提出された申請書類および添付資料は返却いたしません。 

   オ 申請書類作成、送付等に係る費用は、申請者の自己負担となります。 

 

（５）提出書類 

全事業共通 

１ 提出書類のチェックリスト 

２ 交付申請書（別記第１号様式） 

３ 事業計画書（別紙１） 

４ 補助金算定書（別紙２） 

５ 誓約書（別紙３） 

６ 口座振込依頼書兼債権者登録票  

７ 通帳の写し ※金融機関名、支店名、口座名義、口座名義カナ、口座番号が記載の部分 

８ 旅館業営業許可書（写） 

９ 直近の確定申告書（写）※税務署の受付印又は受付番号のあるもの 

 

 【共通】 

 ・確定申告書（法人：別表一、個人：第一表） 

 ・受信通知（税務署の受付印がない場合） 

【法人】 

 ・法人事業概況説明書 

 ・利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書（別表五（１）） 

【個人】 

[青色申告] 

 ・所得税青色申告決算書 

[白色申告] 

   ・収支内訳書 

   ※受付印又は受付番号がない場合は、県税の納税証明書（税額証明）等の提出に代えてくださ

い。（下記 10 の証明書とは異なります。詳細はＱ＆Ａを参照ください。） 

 

10 県税の納税証明書（完納証明） ※交付請求時に「完納証明」を選択してください。 

  ※納税証明書については、最寄りの県税事務所へご相談ください。 
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【県税に関する問い合わせ先】 

岐阜県公式 HP トップ >  くらし・防災・環境 >  税金 >  相談窓口 >  県税に

関する問い合わせ先一覧 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kurashi/zeikin/sodan-madoguchi/11110/toiawase.html 

 

※上記６及び７については、既に県へ登録済で内容に変更が無い場合は不要です。 

その他添付書類 

１ 補助事業の内容が確認できる書類 

【全事業共通】ホームページ、カタログ、仕様書等の写し等 

【工事を伴う事業】工事別設計書の写し（ない場合は発注書等の写しでも可）、 

図面（工事内容が分かるもの）等 

  【コンサルティングサービス等利用事業】外部専門家経歴書 

 

２ 写真及び平面図等 

【DX 化促進事業】設置場所の写真、設置個所を明示した位置図 

 【工事を伴う事業】施工前の写真、施工箇所を明示した位置図 

 

３ 補助対象経費の積算が確認できる書類 

【DX 化促進事業】見積書等金額のわかるもの 

※見積書等がない場合は、ホームページ・カタログ等の写しでも可 

※事業実施済の場合は、契約書、発注書等の写し 

    【コンサルティングサービス等利用事業】 

      契約書の写し（契約済みの場合に限る。） 

      見積書、請書、発注書の写し等金額が分かるものであり、「コンサルタン

ト費用一式等」ではなく、経費の明細まで記載されている書類 

 

  ※全事業共通の１～６及び外部専門家経歴書については既定の様式がありますので、以

下のホームページからご確認ください。 

ＵＲＬ：https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html 

 

※本補助金申請のために提出いただく県税の納税証明書については、交付請求時に申し

出ていただくことにより、手数料の免除が受けられます。詳しくはＱ＆Ａをご参照く

ださい。 

※交付申請時にすでに事業が完了している場合は、補助対象経費の積算が確認できる書

類について、領収書の写し等を提出することも可とします。 

※工事を伴う事業で、交付申請時にすでに着工もしくは完了している場合、過去に撮影

した写真（ない場合には、施工中の写真もしくは完了後の写真）の提出でも可としま

すが、申請の内容によって、現地検査により確認させていただく場合があります。 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kurashi/zeikin/sodan-madoguchi/11110/toiawase.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
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７．交付決定について 

 

（１）審査 

申請書類を提出いただいた後、その内容を県において審査を行い、補助対象者及び補助

金額を決定します。（必要な書類が一式揃ったものを正式な申請として受け付けます。）な

お、書類に不備がある場合や補正が必要な場合には、ご連絡させていただきます。 

（２）交付決定 

  申請受付期間終了後、９月以降順次審査結果を、申請者に対し文書にて通知します。（補

助対象者として決定された事業者の方には交付決定通知書を送付します。） 

  なお、交付決定前に審査の結果についてお答えすることはできませんので、ご了承くだ

さい。 

 

８．補助事業の完了 

 

 （１）補助事業の完了 

   交付決定を受けた補助事業は、令和５年１月２０日（金）までに、事業実施にかかる

支払いを含め完了してください。 

※期限内に完了しない（支払い含む）場合、補助金の交付はできません。 

 ※クレジットカードを利用する場合は、令和５年１月２０日以前に引き落としが完了す

る必要がありますので余裕をもって事業を実施してください。 

（２）実績報告書の提出 

  補助事業の完了後３０日以内、または令和５年１月３１日（火）のいずれか早い日ま

でに実績報告書を提出してください。なお、交付決定を受領する時点で補助事業が完了

している場合は、交付決定の日から３０日以内に提出してください。 

（３）提出書類 

全事業共通 

１ 提出書類のチェックリスト 

２ 実績報告書（第５号様式） 

３ 事業実績報告書（別紙１） 

４ 補助金算定書（実績報告書用）（別紙２） 

５ 対象経費の金額、支払日等、内容が確認できる書類 

・支出に係る領収書の写し等 

その他添付書類 

１ 発注日が確認できる書類 

  【全事業共通】発注書の写し、契約書の写し等 
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２ 納品日が確認できる書類 

【全事業共通】納品書や完了届の写し等 

３ 事業の成果が分かる写真や書類 

【DX 化促進事業】 

導入したシステムや購入数が分かる機器等の写真、設置後の状況が分かる写真 

  【工事を伴う事業】 

施工後の状況が分かる写真 

  【コンサルティングサービス等利用事業】 

    コンサルタントが作成した経営戦略、経営診断、相談・指導概要などコンサル

ティングの結果等が分かる書類 

  ※全事業共通の１～４については既定の様式がありますので、以下のホームページから

ご確認ください。 

ＵＲＬ：https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html 

 

９．補助金の請求と交付 

 

 （１）補助金の額の確定通知 

県は事業者から実績報告書の提出を受けた後、提出書類の検査を行い、適正な事業の 

執行が確認できた場合、補助金の額の確定通知書を送付します。 

 （２）補助金の請求 

   県から補助金の額の確定通知書を受け取った事業者は、速やかに補助金請求書（第６

号様式）により、額の確定通知書を受け取った日から３０日以内、または令和５年２月

２８日（火）のいずれか早い日までに請求を行ってください。 

  ※期限までに請求書の受理が出来ない場合、補助金の交付はできません。 

 

１０．事業実施における留意事項 

 

本補助金の活用に際しては、以下に記載した事項のほか、岐阜県補助金等交付規則及 

びデジタル技術活用等による生産性向上推進補助金交付要綱を遵守してください。 

  

（１）補助事業者は、交付決定を受けた後、補助対象事業の内容や金額を変更しようとす 

る場合、２０パーセントを超える減額又は経費の配分の変更がある場合、若しくは補

助事業を中止又は廃止しようとする場合は、事前に県の承認を得なければなりません。 

（２）補助事業者は、補助事業の交付年度中の進捗状況について、状況の報告を求められ 

た場合には、速やかに報告しなければなりません。 

（３）補助事業者は、補助事業を完了した時、若しくは中止又は廃止の承認を受けた時は、 

https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/231565.html
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その日から起算して３０日以内、または令和５年１月３１日（火）のいずれか早い日 

までに、実績報告書を提出しなければなりません。 

（４）補助事業者は、補助事業により取得し又は効用が増加した財産は、補助金交付の目 

的に従って効果的運用を図らなければなりません。 

 （５）取得価格等が５０万円以上の機械及び器具については、知事の承認を受けないで補 

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃 

棄等してはいけません。ただし減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年 

大蔵省令第１５号）別表に定める財産の処分制限期間を経過した場合は、この限りで 

はありません。 

（６）県が実施する施策の一環として、事業者名等の公表を行う場合があります。 

（７）補助事業に関係する調査依頼や、補助事業完了後に事業成果を発表していただくな 

ど、県が実施する施策への協力を求める場合があります。 

（８）同一目的の事業において、国等の補助金等の交付を受ける場合には、速やかに県 

に報告してください。国等の補助金等の補助対象経費になった部分については、 

この補助金の補助対象経費とはなりません。 

（９）補助事業終了後、県の監査関係者が実地検査に入ることがあります。 

（10）補助事業者が、岐阜県補助金等交付規則等に違反する行為等（他の用途への無断  

  流用、虚偽報告等）をした場合には、補助金の交付取消、返還、不正内容の公表等     

  を行うことがあります。 

（11）補助金の不正受給は犯罪です。虚偽申請や不正受給等が判明した場合には、申請者 

名等を警察へ通報することがあります。 

（12）補助事業者は、補助対象事業により整備し取得し又は効用が増加した財産に、県補 

助金を受けて事業を実施した旨を表示しなければなりません。（表示に要する経費 

も対象経費となります） 

（13）その他、デジタル技術活用等による生産性向上推進補助金交付要綱等に定める内容

についてご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

１１．申請の流れについて 

 

 申請から補助金の交付までの流れは以下のとおりです。 
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１２．申請書提出先及び問い合わせ先 

 

※問い合わせは、平日の午前８時３０分から午後５時１５分まで（土日祝日を除く）。 

 

窓 口 所在地 電話番号・E-mail 

県観光国際局 

観光企画課 

〒500-8570 

岐阜市薮田南 2-1-1 

岐阜県庁 

058-272-1111 

(内線 3058,3059) 

c11334@pref.gifu.lg.jp 
 

mailto:c11334@pref.gifu.lg.jp

